
「食品分野　食品由来の健康被害に関する研究食「食品分野　食品由来の健康被害に関する研究食
品表示が与える社会的影響とその対策及び国際比品表示が与える社会的影響とその対策及び国際比
較に対する研究」（食品表示研究班）較に対する研究」（食品表示研究班）

アレルギー表示
　検討会の設置・教育媒体開発・調査

食品表示国際比較研究

　米国及びEU（英・ベルギー・仏）調査（平成13年度）
食品行政機構国際比較研究

　米国及びEU（英・ベルギー・仏）調査（平成13年度）
検知法の開発

　特定原材料5品目
　



目的
　アレルギー食品の表示について、より有効な表示方法
を見出し、これを周知するために関係者が一同に集
まり、意見の集約及び具体的方策をとること

設置主体
　厚生科学研究食品表示研究班内

体制
　検討会及び分科会

メンバー構成
　製造業者・販売業者・患者会・医療機関

事務局
　順天堂大学医学部公衆衛生学教室内

アレルギー表示検討会アレルギー表示検討会



年齢別食物アレルギー発症頻度年齢別食物アレルギー発症頻度
－食物アレルギー対策検討委員会報告書より－－食物アレルギー対策検討委員会報告書より－
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特定原材料等の指定特定原材料等の指定

■特定原材料（省令による規定）　

卵、乳、小麦、そば、落花生

■特定原材料に準じる（通知による規定）

　あわび、いか、いくら、えび、オレンジ、

　かに、キウイフルーツ、牛肉、くるみ、

　さけ、さば、大豆、鶏肉、豚肉、まつたけ、

　もも、やまいも、りんご、ゼラチン、バナナ
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アレルギー物質の量的誘発性アレルギー物質の量的誘発性

表示が必要なのは、数μｇ ／ｍｌ 濃度レベルまた
は数μｇ ／ｇ 含有レベル以上の特定原材料等の総
タンパク量を含有する食品

アレルギー症状を誘発する抗原量に関しては、総タンパク
量として一般的にはｍｇ ／ｍｌ 濃度（食物負荷試験にお
ける溶液ｍｌ 中の重量）レベルでは確実に誘発しうるとい
えるが、μｇ ／ｍｌ 濃度レベルではアレルギーの誘発に
は個人差があり、ｎｇ ／ｍｌ 濃度レベルではほぼ誘発し
ないであろうと考えられる。

食品中に含まれる特定原材料等の総タンパク量が、数μｇ
／ｍｌ 濃度レベルまたは数μｇ ／ｇ 含有レベルに満たな
い場合は、表示は必ずしも必要としないと考えられる。



コンタミネーション（微量混合）への対処コンタミネーション（微量混合）への対処

ある特定原材料等Ａを用いて食品Ｂを製造した製
造ライン（機械、器具等）で、次に特定原材料等
Ａを使用しない別の食品Ｃを製造する場合、製造
ラインを洗浄したにもかかわらず、その特定原材
料等Ａが混入してしまう場合。

「入っているかもしれない

　　　　　（May　contain）」表示は禁止

混入しない様十分ラインを洗浄することが望ましい。

「本製造工場では○○（特定原材料等の名称）を含む製品を生
産しています。」等欄外に表記することにより注意喚起するこ
とは可能





リスクとハザード

• リスクは（統計的）期待値
• リスク＝危害の大きさ（H)×起こる確率（P)

–危害を引き起こす因子→「ハザード」

• リスクのコントロール
–ハザードを小さくする

• モノの管理
–起こる確率を小さくする

• 環境と個人、そして食行動、リスクの分散


